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皿 コンビナー ト成立史
1法 制 史か ら見 た コ ン ビナ ー トの発展
最 終 的 な型 の コ ンビナー トの成 立期 は1977年か ら1978年にか けてで あ る。 し
か し,す で に1970年に中央 指導 コ ンビナー トは35を数 え,工 業 関係 の労働 者 と
職 員 の 総 数(281万7800人)の33%,工 業製 品生 産額(2358億5700万Mark)
の33%を 占 め てい た26)。さ らに コ ン ビナ ー トの建 設 自体 は1960年代 の 改革 の終
了 よ りも早 くか ら開 始 され て い た ので あ るx770そして 当初 か らコ ンビナー ト建
設 は当該 製 品の生 産 の 検討,計 画 の作 成 に始 ま って,そ の製 品 の国 内 ・国外 で
の販 売 に至 る まで の全 て の生 産過 程 の管 理 ・運 営 の合理 化 を 目指 す構 造 改革 で
あ り,単 な る経 営 組 織 の改 革 に と どま らず経 済構 造 の改革 で あ る と見倣 され て
いた2%
コ ン ビナ ー トは1968年か ら1979年まで の約 十 年 間,VVB(人 民 所 有経 営 体
連 合VereinigungVolkseignerBetriebe)と並 存 して い た の であ るが,法 制 史
か ら見 た コ ン ビナ ー トの 成 立 過 程 は二 つ の段 階 を経 過 して い る。 第 一 段 階 は
1973年3月施 行 の 「人 民 所 有 経 営 体(VolkseigenerBetriebVEB),コン ビ
ナー トお よ びWBの 任務 及 び権 利 ・義 務 に 関す る命令 」,い わ ゆ る 「人民 所
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有 経 営 体 令 」 に始 ま る。(第9表 参 照)こ の第 三 十 四 条 「VVBの 任 務及 び権
利 ・義 務 」 の第 一一項 がVVBはVEBと コ ンビナー トを そ の管轄 下 に置 き国 の
経済 政 策 の実現 に責 任 を有す る と規 定 し,第 二項 がVVBは コ ンビナ ー トを監
督 しVEBの 機 能 と任務 を集 中で きる と した。 続 い て第 三 十五 条 がVVBは 中
央 の 国家 機 関 の管轄 下 に入 りそ の上位 機 関か ら命令 を受 け る もの と規 定 した。
これ に よ ってVVBの 政 策決 定権 は当該 工業 分 野 にお け る下位 の経 営 体 に対 し
て の み 発 動 され る こ とに な り,工 業 の 各分 野相 互 間の 調整 は ます ます 困 難 と
な った の で あ るQし か も多 くの場合,VVBは 各経 営体 と各 省 との 間 の媒 介 的
な行 政機 関 と して の役 割 を果 たす に留 ま ってい た。 こ こに政策 決 定 に当 る中央
と政 策執 行 に当 る現 場 との乖 離 の短 縮 お よび工 業 各 部 門相 互 間 の調 整 がDDR
経 済再 編 の 中心課 題 とな り,第 二 段 階,す な わ ち1979年11月施 行 の 「人民 所 有
コ ンビナ ー ト ・コ ン ビナ ー ト経営 体 お よび 人民 所 有 経 営体 に 関す る命 令」,い
わ ゆ る 「コン ビナー ト令」 に至 るの であ る。(第9表 参 照)
この 第一条 で コ ン ビナ ー トは物 的 生産 の基 本 的経 済単 位 で あ る と と もに合理
化 手段 開発 機 関,部 品供 給体,販 売 組織 と顧 客サ ー ビス組 織 を含 む もの とされ
て お り,第 二 条で コ ン ビナ ー トの責 任 は需要 に合致 した最 終 生 産物 の生 産 の確
保,製 品 の開発,組 織 の合 理化,合 理 化 投資 の増 大,商 品 の国 内 ・国外 で の販
売291,労働 と生 活 条件 の改 善 な どにあ る とされ た。 す なわ ち,コ ンビナー トの
任 務 の一つ は工業 組織 の合理 化 で あ り,そ の具 体 的 内容 は中央 と経 営 体 の 間の
連 鎖 回線 の整 理縮 小で あ る。 その背 景 に は高度技 術 導 入 と生 産 過程 の専 門分化
に よる生 産 管 理の 困難 性 の増 大が あ った。 これ を解 決 す るに は生産 単位 の規模
の拡大,市 場 変 動 への 柔軟 な対 応 ,経 営 体相 互 間で の労 働 移動 が要 請 され,こ
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「人民所有経営体,コ ンビナー トおよび人民所有経営体連合の任務及び権
利 ・義務に関す る命令」1973年3月28日 施行
「人民所有経営体連合の任務及び権利 ・義務」 人民所有経営体連合 の位置
第三十四条
経営管理組織 としての人民所有経営体連合(VereinigungVolkseignerBet一
riebe以下WBと する)は,人 民所有経営体 とコ ンビナー ト並びに諸施設 を
その管 轄下 に置 く。VVBに 委任 された任務及 び権利 ・義務の範 囲でVVB
は工業部門における経済政策の実現 に責任 を負 うものであ る。VVBは集中化,
専 門化そ して協 同化 によって効率性の高い生産の確保 を目指 し,社 会的分業の
よ り一層の発展 を組織化するものであ り,その管轄下 にあ る経済単位の自己責
任を促進するもので ある。
〔第二項〕 その管轄下にあ る人民所有経営体並びにコ ンビナー トに対するVVBの 権
利 ・義務の確認に際 して,VVBは その管轄下にある経済単位 の規模そ して工
業部門における国の計画 の実現への責任 を顧慮 しなければならない。そ して,
それに応 じた異 なる指導の方法を適用 しなければならない。VVBは 工業部門
へのコンビナー トの組み入れ並びに人民経済の需要の充足 という基本的問題に
おいて,その管轄下にある各 コンビナー トにたいす る監視を怠 ってはな らない。
工業部 門における再生産過程の効率性 の向上 をはかる為に,VVBは その管轄
下にあ る人民所有経営体 の機能 と任務 を集 中化す ることが出来 る。
〔第三項〕VVBは 人民経済の全体の効率性の向上 に対する工業部門の貢献が常 に増大
す るとい う方向にそ の指導活動 を もってい く義務 を負 う。 この事か らVVB




〔第一項〕VVBは 権利能力を有する。VVBは 法規に基づ いてその義務を履行する責
任 を有す る。WBは 自己 の名称 を有 し,そ の名称 にて法律 取 引 を行 う。
WBは 一つの省 もしくは別の一つの中央の国家機関 の管轄 下に入 る。VVB
の形成,解 体そ して統合に関 しては閣僚評議会が これを決定する。
〔第二項〕VVBは 個別管理 の原理に基づいて総裁 によって運営される。総裁は管轄下
にある人民所有経営体,コ ンビナー ト並びに諸組織の長に対 」て命令権 を有す
る、総裁 ばその上位機関の指導者か ら命令 を受 け,そ の命令の遂行 に責任を負
い,そ して報告の義務 を負 う。他 の国家機関は法規によって決 められている場




進 しなければならない。総裁は経営体の比較 を体系化 し,優 れた経験を一般化




〔第一項〕VVBは 国の計画指標に基づ き5ケ 年計画及び年次計画を検討,作 成 し,現
実的かつ高度の計画目標を有さなければ ならない。計画の作成に際 してはそれ
独 自の需要分析 と予測が利用されることになる。VVBは その上位機関の決定
に従って経済予測 の仕事 と長期計画の作成に協力す る義務を負 う。総裁は社会
主義的合理化 の基本線を,特 に 目標達成 に向 けて発達 した科学技術 の適用 を
WBの 責任の範囲において長期に亘 って決定 しその実施を指導する義務 を負
う。
〔第二項〕VVBは,住 民の需要 を充足させるような供給を重視す る観点から計画の実
施 に際 しては,一 定の許容範囲内で指標を修正する権 限が与 えられることがあ
る。その許容範囲の適用は法規の定めるところに従 う。
(資料GBI.1973.Nr.15,S.129)
「人民所有コンビナー ト,コ ンビナー ト経営体および人民所有経営体に関する命令」
1979年11月8日施行
第一章 人民所有 コンビナー ト,コ ンビナー ト経営体の責任 と位置
〔第一項〕 物的生産の基本的経済単位 としての人民所有 コンビナー トは,統 一的 ・国家
的な人民所有に基づ く,工 業そ して建設業ならびによ り広範な領域における指
導 と組織の一つの近代的な形態である。人民所有 コンビナー トは科学技術力,
生産力な らびに販売力を自由に活用できる。 コンビナー トは必要 な合理化手段
開発機関.重要 な部品供給体そ して販売組織 と顧客サービス組織 を含 んでお り,
生産の科学技術 的研究 とプロジェク ト化 ならびにテクノロジーの準備 とい う三
面の緊密な結合 を保証するものであ り,そ の目標 とす るところは人民経済,国
家,輸 出そ して住民の給養のための最終生産物の効率的かつ高品質の生産であ
る。 コンビナー トは諸計画によって一つの広範 な完結 した再生産過程 を組織化
し,さ うに費用 と効果の関係 の絶えざる改善 とい う目的を もって専 門化,集 中
化そ して協同化を深めるものである。
〔第二項〕 コンビナー トは,労 働者階級 の党の決:議内容の実現のために法ならびにその
他 の規則に従い社会主義国家の委託 を受 けてその活動を行 うものである。
〔第三項〕 コンビナー トはコンビナー ト各経営体 もしくは各経営体部分 より成立する。
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第 二 条
〔第一項〕 コンビナー トの人民経済上の責任は以下の点にある。(1)国家の諸計画が定
めた数量,品 質ならびに価格での需要 に合致 した最終製品の生産を確保するこ
と。(2)高度な科学 ・技術水準による新たな製品の開発,そ して,生 産におけ
るそのような製品の迅速な輸送を行 うこと。またその際には科学 ・技術水準,
機能の安定性,工 業デザインの点で最高の業績があげ られるよ うに常に関心を
強めていか なければな らない。(3)最少の建設費用で現代 テクノロジーの応用
の下に合理的且つ効果的な方法 によってコンビナー トの再生産過程 を組織化す
ること。㈲ 特 に建設費用部分の削減 による合理化投資の増大 によって生産を
常 に拡大す ること。㈲費用 と効果の関係 の計画的改善を行 うこと。すなわち,
生産管理によって価値 の増大を同時的にはか り,その際に原価 の低廉化を計画
的に計 ること。⑥ 効果的な販売の組織化 をなす こと。それは必要な顧客サー
ビスを含む輸出に際 して特 に求め られる。(7>特に物 的生産における勤労者の
労働 と生活 の条件の継続的な改善をなす こと。
〔第二項〕 コンビナー トはその所轄の組織によってコンビナー トに与えられ る任務,.す
なわち勤労者の社会主義的な兵役準備教育 の支援を含 む国土防衛の強化 という
任務を実現する。
第 ≡… 条
〔第一項〕 コンビナー トは統一的社会主義的人民経済の構成要素である。 コンビナー ト
はコンビナー トに信託 された人民所有財産 を守 り増大させ る義務を負 う。
〔第二項〕 コンビナー トはコンビナー トの中央資金な らびにコンビナー ト各企業資金か
ら成立する統一的国家的人民所有財産の資金を自由に処分 出来 る。 コンビナー
トは法規ならびに計画の範囲内において資金を作 り,占有 し,そ して 自由に処
分出来 る権限を与えられている。 コンビナー トの中央資金 とコンビナー トの各
企業資金 とは区別 して記帳されなければならない。 コンビナー トはその資金を
人民経済の観点から見て最 も有効な結果を生むように投入する義務 を負 う。
〔第三項〕 コンビナー トは人民経 済計画によって義務付 けられている課題ならびに効率
的な会計に従って活動する。コンビナー トは人民経済,国 家および住民のため
の需要 に合致 した期限通 りの,ま た品質にかなった給養に対 して,さ らにコ ン
ビナー トに対 して定められた完成品の輸出に対 して全責任 を負 う。
〔第四項〕 コンビナー トは権利能力 を有する。コンビナー トは法人であ り,そ れの名称




〔第五項〕 コンビナー トの指導部ば整然 とした最 も合理的な方法で組織 される ものとす
る。コンビナー ト指導部の基本的構成は大臣によって認可される。そ してその
変更は大臣の承認 を必要 とす る。
第 四 条
〔第一項〕 コンビナー トはその再生産過程の指導 と共 に経済指導 とい う国家的 な機能を
行使 し,全国家的な利害関係の中で直接 にこのような機能を実行する。その為
に必要 とされる権利 と義務は法規によって規定される。
〔第二項〕 コンビナー トは一つの省の管轄下 に置かれ る。省はコンビナー トが人民経済
におけるその任務を履行する場合にコンビナー トの経済的お よび法的な独立性
を保証 し,さ らに国家の、計画 の,そ して契約の一つの高度な規律 を保証 しな
ければならない。
〔第三項〕 省は経済政策の実行に向けての諸決定 をコンビナー トと共に準備 し,そ の実
施 を支持 しなければならない。大臣はコンビナー ト総裁 と定期的な協議 を行わ
ねばならない。そ して意見の交換 を進めなければならない。
〔第 四項〕 大臣を通 して省の管轄下にある権利 と義務がコンビナー トに委譲され得 る。




討議 と勤労者の包括的協力の下 に単独指導の原理 に基づいてコンビナー トを運
営する。
〔第二項〕 総裁はコンビナー トの発展 に対 して,さ らに中央委員会の決議,国 家の計画
そして法規において規定 されているコンビナー トの任務の実行 に対 して労働者
階級ならびにDDR政 府に完全 に私的な責任を負 うものであ る。
〔第三項〕 総裁はその地区の調和の取れた発展を図るために地区の代表並びに地区評議
会 との緊密な協力を保証するものである。 このためにまず重要 なのは生産諸力
の地域配分の問題,生 産構造の合理的な地域構成,イ ンフラス トラクチュアの
開発,国 内資源の利用であ る。
〔第四項〕 総裁 はコンビナー ト企業の長を重要な諸決定の準備 に,ま たコンビナー トの
運営 に携わ らせ しめる。集団協議機 関の構成 と任務は規約 によって規定されて
い る。
第 六 条
〔第一項〕 コンビナー ト経営体 は,コ ンビナー トの再生産過程ならびに管理過程 に組み.
込まれている範囲内では一つの独立 した経済的そ して法的単位であ る。 コンビ
ナー ト経営体はコンビナー トにおいて自己に委託 された生産 ・研究 ・開発 ・企
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画 ・合理化および販売の任務 を実効的に履行 しなければならない。 コンビナー
ト経営体はコンビナー トの国家的任務 を基礎 に して 自己の計画任務 を与 えられ
てい るのであ り,そ の履行 と決済については全責任 を負 う。 コンビナー ト経営
体 は製品生産経営体,部 品供給の生産経営体,研 究開発機関,企 画経営体,合
理化手段開発経営体,建 設経営体さらに商業経営体 サー ビス組織 などであ っ
て もよい。
〔第二項〕 コンビナー ト経営体は権利能力を有す る。コンビナー ト経営体は法人であ り,
その名称でその債務 を負担 し,そ の債務の履行 を保証する。 コンビナー ト経営
体は一つの 固有の名称を有す る。そ して,そ の名称には 「人民所有経営体」
(。VolkseigenerBetrieb-VEB")の名称が付加 されていなければな らず,さ ら
にその名称から特定のコンビナー トへの所属を判断せ しめ る類のような ものを
付 け加えることが出来る。 コンビナー ト経営体は 「人民所有登記簿」に登録 さ
れねばならない。
〔第三項〕 コンビナー ト経営体は基本的問題の集団的討議 と勤労者 の包括的協力の下 に
単独指導の原理 に基づいて,一人ゐコンビナー ト経営体 の長(Direktor)によっ
て運営され る。
〔第四項〕 コンビナー トもし くはコンビナー ト経営体 に存在する経営体の各部門は分業
の枠 内で経済的任務を遂行 しなければならない任務の実行 の為 に法規,規 約 も
しくは規則 に基づいて経営体 の各部門に権利 と義務を委任する事が出来 る。
第 七 条
〔第一項〕 コンビナー トの総裁は コンビナー トにおいて法規に照応 した一層の専門化,
集中化そ して協同化を 目指 し,人民経済か ら見て正当な需要を充たす為 にコン
ビナー ト経営体の機能 と任務 を変更出来る。そ してこれ らを別のコ ンビナー ト
経営体 に委任出来る。あ るいは,生 産をコンビナー ト経営体相互間で移動させ
る権限を有する。コ ンビナー トは経営体の各部門を新設す ることが出来,コ ン
ビナー ト経営体からある部門を分離 して他 のコンビナー ト経営体に編入 させ る
ことがで きる。 その際,同 時にコンビナー トはどの程度の割合まで その資金が
移管されるべ きか,そ して,そ の物資の移管が有償か無償かの問題 を決定す る
ことになる。これ らの項 目は規約の規定に該当す る限 り変更 し得 るものである。
〔第二項〕 総裁 は高い生産効率を実現す る為に,特 に研究 と開発,投 資,物 的経済,販
売,会 計 と統計,職 業教育 と成人教育,需 要調査 と市場調査,そ して特許権法
研究の分野 において どの ような任務が重視 され るべきか を決定す る。そ して,
その決定 した任務をコンビナー ト経営体に委任す る事が出来る。
第 八 条
〔第一項〕 コンビナー ト経営体の長 は資格を与 えられた運営力によって社会主義的な合
120(120) 第152巻 第1・2号
法性 を実現しなければならない。彼等 は永続的な合法性 を実現 しなければなら
ない。彼等は永続 的な秩序,安 全並びに規律 を実現する義務 を負 う。勤労者並
びに勤労者の社会的な組織 を考慮 にいれて,彼 等は勤労者 と人民所有財産の保
護のために積極的に活動 し,継続的な停滞な き生産の進行を組織化 し,そ して
損害 と損失の回避 に注意を払う。彼等はその責任の範囲の内外で高度の政治的
注意深さを怠 らず,そ して包括的な秘密 の保護を行 う。社会主義法は特に経済
法 と労働法に有効的に適用 されるべきである。勤労者の諸権利は守 られなけれ
ばならない。
〔第二項〕 コ ンビナー トな らびにコンビナー ト経営体への命令 と指令 の伝達は,法 令に
よりその権限を有する国家の諸機関並びに諸組織 の専管事項であ る。,
(資料GBI.1979.Nr.38,S,355ff)
ては本稿第一部H4「 コンビナー トの労働力移動機 能」で既に触れた ところで
あ る。
コンビナー トの もう一つの任務は,「コンビナー ト令」第五条,第 七条 に見
られ るように独裁的 とも言える管理運営の権 限をコンビナー ト総裁一人に集中
させ ることによって重複 してい る各省庁の管轄権 の整理統合を図ることにあ る
とされたユ%確か にこの任務 の遂行 は生産過程 との組織上 の直接 の関係 を持た
ない単 なる行政的な管理単位であるVVBに は不可能で あ り,コ ンビナー トに
よってのみ初めて可能で あったか も知れ ない。 しか し,コ ンビナー ト総裁 の独
裁 的経営権限は実は 「コ ンビナー ト令」の文言上の ものに過 ぎず,事 実上 の権
限は上位 の国家機 関 と党の指導 と管理 によって強 く制限されていたので ある92)。
2経 済 過 程 に お け る コ ン ビ ナ ー トの 成 立
経 済 過 程 に お け る コ ン ビ ナ ー ト の 成 立 を 見 て み よ う 。 前 述 の1979年 コ ン ビ
31)JanAsa皿,EconomicReformsentheSovietUnionandEasternEuropesincethe1960s,Mac.
millanPress,1989,p.213,
32)コ ン ビ ナ ー ト内 部 の 構 造 を 規 範 的 に規 定 した もの が コ ン ビ ナ ー ト定 款(「 コ ン ビ ナ ー ト令 」 第
二 十 九 条 第 一 項,第 二 項)とVEB/VVB令 弟 三 十 二 条 第 一 項,第 二 項 で あ る。 こ こで は こ の 定 「
款 作 成 の 権 限 は コ ン ビ ナ ー ト総 裁 に あ る と して い る が,こ の 定 款 の 草 案 は 管 轄 大 臣 の 承 認 を 必 要
とす る とあ り,事 実 上,大 臣 決 定 で あ る。 定款 は常 に 大 臣 の考 え に 沿 う もの と な る 。 こ の 際 に重
要 な の は大 臣 は国 家 固 有 の権 限 の 執 行 者 で あ る 点 に あ る、 定 款 決 定 権 限 が 大 臣 に所 属 して い る こ
とは 帰 趨 を決 す る 上 で 重 要 な もの と な る。
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ナー ト令 を法 的根 拠 と して約100のコ ン ビナー トが 当初 創設 さ れた 。本 来,指
導 体 系 の 中 間段 階 の 廃 止 を 目的 と した コ ン ビ ナー トは,第 一 次 五 ケ年 計 画
(1951～55年)から一 貫 して い る基幹 工 業 へ の重 点 的投 資 と大 規模 経 営 体 の財
政 強化 とい う経済 政 策 目標 の中 に定 置 され て きた ので あ り,さ らに1979年以 降
の経 済 再建 の段 階 にお い て もコ ンビナー トとい う大 規模 経営 形 態が 継受 され た
ので あ る。 この よ うな政 策 目標 は以 下 の事実 に現れ てい る。す なわ ち1950年に
おい て基幹 工 業 が工 業 総 生産 額 に 占 める割合 は34%であ ったが 中央 指 導工 業 に
投 下 され た投 資額 の58%を 占め て お り,こ れ とは対 照 的 に軽 工 業 な らび に食糧
品工業 は工 業 総生 産額 の49%を 占 め ては いた が投 資 額 は17%を 占め る にす ぎな
か った33)。第10表は1965～87年の生 産部 門 別平均 設 備 資 産額 を示 した もので あ
る。 そ の割 合 は二 十 二 年 間 ほ ぼ 一定 して お り,工 業59.3～63.7%,手工 業0.4
～0.9%,建 設 業1.6-2.3%,農 ・林 業14.2～15.5%,交通 ・郵 便 ・電 信 業
13.4～18.2%,国内商 業3.5～3.7%であ り,工 業 部 門の設 備 資 産額 が1970年代
前 半 以 降常 に60%以上 を 占めて い た。 ま た第11表は1960～87年の部 門別投 資 額
を示 した もの であ るが,こ れ を生 産 部 門 のみ で見 て み る と手工 業 を含 む工 業 部
門 へ の 投 資 額 の 占 め る割 合 は1975年55.2%,1980年60.9%,1984年63.8%,
1987年63.5%であ り,1980年代 に は常 に60%以上 を 占め て きた ので あ る。
VVBの 組織 形 態 上 の 変遷 は概 ね三 段 階 に区分 さ れ る。第 一 期 は1948年一52
年,第 二期 は1958-65/66年,第三期 は1967/68年以 降で あ る。 それ で は,こ の
変 遷 過程 が コ ン ビナ ー トの成 立 とそ の性 格 に どの よ うな影 響 を 与 えた ので あ ろ
うか 。 第一 期 にお いてVVBはVEBの 指 導管 理 権 限 を委託 さ れ,経 営体 の生
産計 画 の指 導 と管理 を行 い,そ の行 政機 関的性 格 を強 めて い った こ とは 「人民
所 有工 業経 営 体 計 画 の実 施 に 関 す る命 令 」 の 中 に明 らか で あ る341。ま たJ6rg





第10表 人 民経 済 の生 産部 門別平 均 設備資 産 額(1986年基準.単 位百 万M ,下 段%)


















































































第11表 人 民 経 済 の 部 門 別 設 備 投 資 額(ユ985年 基 準 .単 位 百 万M.下 段%)









































































































員 層Angestellteの比 率 の13%も の 増 加 を 指 摘 し,こ れ に よ っ てVVBの 行 政
機 関 的 性 格 の 増 大 を強 調 し て い る35〕。
第 一 期 と第 二 期 の 間 の1953～57年はVVBの 解 体 期 間 に あ た る 。 第 一 期 に お
け る コ ン ビ ナ ー トは 基 本 的 にVEBの 一 特 殊 形 態 で あ り,従 って そ の 上 位 の 行
政 機 関 で あ るVVBの 指 導 下 に あ っ た が,VVBの 解 体 期 間 中 コ ン ビナ ー トな
ら び に そ れ を 構 成 す る 各 経 営 体 は よ り上 位 の 工 業 諸 省Industrieministerienに
よ って 直 接 管 理 さ れ て い た の で あ る。 そ して1953年のVVBの 解 体 は,そ の 独
立 行 政 機 関 的 な 性 格 を ひ と まず 除 去 し経 済 の 管 理 中 枢 的 性 格 を 有 す る機 関 と し
て ユ958年に 再 建 す る た め の もの で あ っ た 。 した が っ てVVBの 解 体 は突 如 と し
て な さ れ た も の で は な い 。 す で に1949年に 行 政 諸 省 庁Hauptverwaltungenが
工 業 省MinistriumfurIndustrieと行 政 諸 省 庁 に 分 割 さ れ,さ ら に1950年末 に
工 業 省 が 工 業 諸 君 に 拡 大 発 展 し て い る。 ま た 国 家 計 画 委 員 会(Staatliche
PlankommissionSPK)が1951年に 設 置 さ れ た 。 これ がVVBの1958年 の 再 建
と と も に工 業 諸 省 な ら び に 行 政 諸 省 庁 を 指 導 下 に 置 くこ と に な る3帥。 こ の 中 級
段 階 の 指 導 組 織 で あ るVVBの 解 体 の 期 間 中,工 業 諸 省 直 轄 下 の 経 営 体 は,
「『人 民 所 有 工 業 の 改 組 』 に 関 す る 命 令 」 に よ る と 「D経 営 体 」 と呼 ば れ て い
た37,。後 の コ ン ビ ナ ー トに 求 め られ た 機 能 の 一 つ が 中 央 の 政 策 決 定 機 関 と現 場
の 各 経 営 体 との 間 に介 在 す る行 政 機 関 の規 模 と機 能 の 縮 小 に あ る とす れ ば,こ
の 期 間 に直 接,工 業 諸 省 に 直 属 した 「D経 営 体 」 の 経 験 が コ ン ビナ ー ト機 能 に
一 定 の 影 響 を与 え た こ と は 明 白だ ろ う。
次 に,第 一 期 に 見 ら れ た 上 級 段 階 の 指 導 体 で あ る工 業 諸 省 と行 政 各 庁 お よ び









手 堅 さを反 映 した複線 的 な政 策 がDDRの 経 済 政策 の特 徴 の一 つ とな る。 この
特 徴 は,そ の 間 に上 級 段 階 の指 導 体 が 人 民 経 済 評 議 会(Volkswirtschaftsrat
1961/62～65/66年),工業 諸省(1966-90年)へ と変遷 しよ う と も』 貫.して継
受 され て い く こ とに な る。 もっ と も,VVBの 特 質 はユ948-50/51年の 「連合
機 関的性 格 」.1950/51-52年の 「行 政機 関 的 性 格 」,1958～60年の 「経 済 指導
中 枢 機 関 的性 格 」,1961-65/66年の 「経 済 指 導 組 織 的 性 格 」,1966～79年の
「会 計 指 導 を含 む 経済 指 導 組 織 的性 格 」 とい うよ うに変化 して い った㌦ そ し
て,こ の よ うな中級段 階 の指 導機 関で あ るVVBの 変 質過 程 を経 て,い よい よ
1967/68年に管理 組 織 段 階 の コ ン ビナ ー トが 登 場 して くるの で あ る。 これ はそ
の後約10年間VVBと 並 存 し,1979年に よ うや く中級段 階 の 指 導機 関 が コ ン ビ
ナ ー ト一 本 に統 一 され,そ して1990年6月30日に至 るので あ る。
3コ ンビナー トの 建設 原理
コ ン ビナ ー トは生産 グ ルー プ原 理 に応 じて建 設 さ れ た3%す なわ ち1つ の製
品 もし くは製 品 グルー プを中心 に して部 品供 給 体 が体 制 を形 成 し,更 に他 の生
産 と販 売 を取 り込 んで い った ので あ る。 実 例 を挙 げ る と,VEBコ ンビナ ー ト
電 気機 械 製 造Elektromaschinenbau(VEM)は電 気 機 械 製 造 部 門 を核 と し,
そ の周 囲 に各種 の電気 モー ター経営 体,電 機 経 営 体,鋳 物 経 営体 を所 有 してい
た 。 よ って,こ のVEMは,洗 濯 機 コ ン ク リー トミキサ ー,丸 の こ ぎ り,
レコー ドプ レイアー な どの電 気 モ ー ター 関係 の全 て の電動 装 置 を生 産 してい た
の であ る棚。 つ ま り,コ ン ビナー トは経営 体 の単 な る集 合体 で はな く,高 度 な
連 携 性 を有 す る独 立 した経 済 統 合体 で あ った"1。と りわ け垂 直 統 合 型 の コ ン ビ
ナ ー トで は,製 品 が 同一 レベ ルの各経 営 体 間 を水平 的に拡 大 して行 くの で はな
38)Hans-HeinrichKinzeetal.,a.a,0.,Einbandinnerseiten,
39)GeorgBrunner,Die,nnerandau/3ereLagederDDR,Berlin,1982,S.20.
40)Dゴ ε 俳「ガπ鉱 知 嚢,1982.SoderausgbezurLeipzigerFriihjahrsmesse,S.27、
41)GerhardGrdner,"ZurStellungdesKombinatsandseinerStruktureinheiten"in=Wins`haft・
srecht,1980,S・186・コ ン ビ ナ ー トは 一 つ の 「独 立 し た ,と 同 時 に よ り 高 度 な 経 済 単 位 」 で あ る 。
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く,コ ン ビナ ー トの内部 を一つ の工 程か らよ り高次 な工 程へ と上 昇 して 行 く こ
とに な る。 よ って,コ ンビナ ー トの統合 形 態 がそ の意 義 を持 つ の は,同 一系 統
の部 品 を製 作 し同一 レベ ルの技術 水準 を有 す るよ うな各経 営体 の統合 を前提 条
件 と してい た 。つ ま り,理 念 的な コ ンビナー トは,一 つ の生 産過 程 に関 連す る
全て の 部品 供給 体 とそ の労働 過 程 とを統 合 し掌握 してい た ことに な る。 以上 の
関係 を一般 化 して 図示 した ものが 第1図 で あ る。
その 具体 例 を単 純化 す る と,電 気 洗濯 機 生 産 とい う共 通の 目的 を持 つ 三 つ の
人民 所 有経 営体 が あ り,A経 営体 は伝導 ベ ル ト,B経 営体 は電機 モ ー ター,C
経 営 体 は完 成枠 組 の製 作 とい う分業 を行 って 電気 洗濯 機 を生 産す る場 合,A・
B・Cの 三 経営 体 はそ の生 産過 程 の共通 性 に よって結 合 して い る。 さ らに,C
経 営 体 はA,Bの 経営 体 か ら材 料 の供給 を受 けて完成 品 を生 産す る も自 ら材 料
第1図 コンビナー ト組織構造1972年
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の生 産 技術 を持 たず,ま た,A,Bの 経 営 体 は材料 は生 産 し得 るが 完成 品の 生
産技 術 を持 た ない 場合 には,A・B・Cの;経 営体 は生 産段 階 の技 術 士 の相 互
補 完性 と従属 性 の 下 に結合 す る経 営体 で あ る。 これ らの相 互 密着 関係 に あ る人
民 所 有経 営体 を近 接場所 に集結 させ,相 互連 携 で もって 生産 能率 を向上 させ よ
う とす る統 合 的 経 済組織 が コ ンビナー トの 本来 の原 理 で あ った。
この よ う な コ ン ビナ ー トの 原理 は,VVB,各 生 産 グ ルー プ,ま た西 側 の コ
ン ビナ ー トに も共 通 の も の で あ る。 し か し,1986年に127コン ビナ ー トで
DDR工 業 製 品、の ほ ぼ100%を生 産 した コ ン ビナ ー トがDDR経 済 史上 に持 っ
た 意義 は,別 の 重 大な建 設 原理 を持 って いた ので あ る。 つ ま り,1970年,1980
年代 の高度 テ クノ ロジー導 入が もた ら した生 産過 程 の専 門分 化 に よ る生 産管 理
の 困難 化 を解 決 し,産 業構 造 の変化 に よ る市 場変 動 に対 応 し,経 営 体 相 互 間 の
労働 力 移動 を可 能 とす る よ うな大規 模生 産 単位 が 要請 され て 出て 来 たの が正 に
コ ン ビナー トで あ った』12〕。 もち ろ ん,そ の 出現 は唐 突 な もの で は な く,コ ン ビ
ナー トは1967/1968年に管 理組 織 と して 登 場 し,そ の 数:は1975年45(全工 業 製
品 の43%),1978年54(49%),1979年101(85%),1980年130(99%)を記 録
し」3,,1979年に はそ れ迄 の約10年間のVVBと の並 存 を終 結 させ,DDR経 済
の 中級 指導 機 関 を独 占 した ので あ った 。 そ してDDRは 工 業 組織 の合理 化 と工
業諸 省 の管 理権 限の整 理統 合,す なわ ち 中央 と経 営 体 間 の指 導管 理 経路 の整 理
短 縮 とい う任務 を コ ン ビナ ー トに託 した ので あ る。
VVBは 生産 過 程 とは直接 の機 能 関係 を持 たな い単 な る行 政管 理機 関 的 な も
ので あ った が,コ ンビナー トは生 産 の基 本 的経済 単 位 で あ る と共 に合理 化 開 発
42)SED第11回党大会(1986年4月16日一21日)決議の中心点は主要課題を経済政策と社会政策
の一致に置き,200じ年をにらんだ経済戦略課題として労働力の合理的利用を強調 してい る。そし
て特 に重要なのは労働生.産性向 ヒの全般的強化であり,こ のために決定的なのは科学技術革命,
すなわち重要な技術の開発 と導入である。電子工学,コ ンピューター,精 密な生産プロジェク ト
などによって人民経済の構造転換 を行 うことである。これに決定的な役割 を果たすのがコンビ
ナー トの活動と発展である。 コンビナー トは労働力の管理 と計画,労 働の科学的組織化,労 働条
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機 関,販 売 ・顧 客 サ ー ビス組織 を内包 す るコ ング ロマ リ ッ ト的存 在 で あ った 。
しか も,127コン ビナー ・ト、従 業 員 数324万とい う現 実 を前 に,DDRが コ ン ビ ・
ナ ー トに勤労 者 の社 会 主義 的 な兵 役義 務 教育 の支援 を含 む国土 防衛 の強化 とい
う任 務(1979年コ ンビナ ー ト令 第二 条 第二項)を 課 した 存在,全 体 的統 合 組 織
で もあ った。 そ してDDRは この コ ンビナー トの総 裁 に独 裁 的経 済運 営権 限 を
付 与 しつつ も,そ の実態 はそ れ を コ ンビナー ト設 立 の許 認可 権 を有 す る 閣僚 会
議 な どの 上級 国 家機 関 と党 の指 導 下 に置 いて いた の は,中 央 と経営 体 間 の指導
管 理 の有 効 性 を 目指 したDDRと して は 当 然 の こ とで あ っだ ㌔ また コ ンビ
ナ ー トの基幹 経 営体 の幹部 が 同時 に コ ン ビナー トの指導 部 で あ り,そ して コ ン
ビナ ー トの総 裁 の 大 部 分 はSED党 員 で あ り,SED中 央 委 員 会代 表 な の で
あ った。 そ してSED中 央 委 員会 の政 治 局員,書 記 局 員 と閣僚 会議 員(閣 僚)
(工業 諸 省 の各 大 臣 を含 む)は少 数 の 同一 人物 に よ って併 任 され てい た 。 さ らに,
SEDは 県管 理 部 ・郡 管 理部 ・地 区 党機 関 を以 って経 済 の 中級 ・下 級 指 導 分 野
の 管理 にあ た り,そ して各経 営 体 には経営 体 内党 機 関 を設 置 して生 産 現 場 にお
け る党 の指 令 の貫 徹 と情報 の 収集 にあた っていた の であ る。 以 上 の構 図 を経 済
政 策 の決 定形 態 を 中心 に して 表 した ものが 第2図 で あ る。
この よ うに み る と,経 済改 革 史 で もあ ったDDR経 済 が過 去 の経 済改 革 変遷
の果 て に結 果 的 に最後 に行 き着 い た所 は,国 家 上級 機 関 ・党 が 中間 の委 託 機 関
の効 率性 を疑 問 に付 し,自 らが 現場 生 産単 位 の経 営 体へ の直接 介入 を 目指 した
管 理 と指 導 へ の進 出で あ った 。 よ って,コ ンビナー トに よ るDDR経 済 の 中級
指 導機 関 の独 占 とは 中級 指導 機 関の排 除で あ っ た と言 え よ う。DDRに は 中小
企 業 の人民 所 有化 に よ る製品 品 質の低 下 と民 間の労働 意 欲 の減 退 が あ った とさ
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ト,従業員324万,工業製 品のほぼ100%生産 とい う数字 は,DDRが 最後に到
達 した工 業 「恐竜」であ った とも言えな くもない。
このようなSED支 配を権力核 とす る中央指導型の経済体 制 とDDR経 済の
新たな発展条件 との関係 について,現 代 ドイツ社会経済研究者のFledKlinger
は1990年に次 のよ うに語 ってい る。「中央指導型経済体制は,如 何な る観点か
ら見て も本質的にダイナ ミックな発展条件 を阻止 している。1980年代以後には,
このような体制が もた らす近代化の阻害に改革の能力 と意思の欠如が加わ った。
そ して硬直 した管理 と計画 のシステムは経済の操縦能力を低減せ しめ,フ レキ
シビリティ,技 術革新を もはや増大させる もので はない。西側 のDDR社 会経
済研 究の大部分は,DDRの 危機 の原因は事実上 の経 済赤字 よ りも,む しろ一
連の経済外 的要因に在 った とみ てい る。」461
4工 業諸省 とコンビナー トの相互関係
DDR経 済史 は経済改革 の歴史 とも言 える程で あ ったが,SEDな らび に中
央の経済指導部が経済 システ ムの連続的変革 によって一貫 して目指 した ものは





者は働 くのを少 なくすることに関心を抱いている…… というのは賃金は労働 とは関係ない固定給




の決定権が中央 にあ り利益を出している企業から投資手段 はどこか別の所への融資 され るので企
業は不可欠な減価償却 と再投資を行わない……資本器材は老朽化 し作動 しな くな り…∵・労働生産
性は一段 と減少する……計画官庁への真の生産能力の通知は経営体の利益 とならない……計画官
庁がそれを知れば生産ノルマは引 き上げられ,ノ ルマが達成で きないならば経営体幹部 に好まし
くない結果を及ぼす ことになる・…・・選択された情報 も経済的には最適のものではない。情報は社
会的,政 治的,軍 事的視点によって中央が選択 し現実の経済的視点から選択されることはほとん





1979年コンビナー ト令は,コ ンビナー ト総裁 に企業家的権限,し か も広範囲
かつ強大な権限を与 えてお り,こ の事 は当時の西側観察者の相当な関心を集 め
たのである捌。 しか し,中 央集権化の度合い と人民所有化 の進展度 とが比例す
る と仮定 した場合,逆 にホーネカー時代(1971～89年)には人民所 有化権限は
確実 に強化 されてい/`!9)。これは次 の図式 によって行われたのであ る。 まず,
コンビナー ト内部で各経営体権限の コンビナー トへの移譲が行われ る。そ して
内部の中央集権 をはか った コンビナー トに対 し上級指導機関か らの 中央集権化
が行われるので ある。 この事 はコンビナー ト創設の認可権 を有す る閣僚会議5。〕
の権限強化 を意味 していた。 とい うのば閣僚会議45閣僚 の中に国家計画委員会
の10工業省 大臣が含 まれていたか らであ る。(閣僚 会議 の構 成 は しば しぼ変更
された。普通,三 十省,六 中央国家機関,十 六国家機 関の一部 より構成。)
経済運営の原則的決定は中央の経済指導部が掌握 し,コ ンビナー ト組織に関
す る基本的決定権であるコンビナー ト定款の裁可権,コ ンビナー トの各経営体
の設立 と解 散の決定権 は10の工 業諸省が掌握 していた5%さ らに,「投資 に関
47)G,・dL・p・i・,M・of・edM・1・e・,.Wi…ch・lts・ei・畑 ・d・・DDR-lndu・trie"in・EditionDeutsch-
LandArchiv,工975,S,1280.この 中 で そ れ は,ピi爬.ReformohneTite【"と評 さ れ て い る 。
↓8).H、ns-Di,・,・s,h・1・_,F・且 et・u・gd・・NOSPL;・si・ht?"in・E伽 ・ 鹿 ・`・・ん伽 一 πん卿
1978,S,117.1977年SED中央 委 貝 会 第7回 大 会 に,わ ず か だ が,経 済 ・政 治 の 雪 解 け を 見 る こ
とが 出 来 る と して い る 。
49)G。,9,B_,,_p。5S・ 、、di。h,Eig・ntumi・d・・W・rtschaf・・… …u・ ・d・・H・neck　A・a"
i皿;挽5ε∫Cノ 『`Mαηψ84S、489ff.
50)Ministerratsgesetz§1,「コ ン ビナ ー ト令 」 第36条。
51)「 コ ン ビ ナ ー ト令 」 第36条第4項 は コ ン ビナ ー トの経 営 体 の 建 設 に 関 す る 権 限 を コ ン ビナ ー ト
を 管 轄す る組 織 の 長 に あ る と規 定 して い た 。 コ ン ビナ ー ト自体 に は経 営 体 創 設 に対 す る権 限 は な
い 。 とい うの は コ ン ビ ナー トは 「コ ン ビナ ー ト令 」 第42条第3項 に よ っ て経 営 体 の 上 部 機 関 と し
て の み 有 効 な の で あ り,よ って代 表 機 能 の み を 有 す る に留 ま っ て い た こ とに よ る 。 新 設 の 経 営 体
は創 設 指 示Gr電ndungsanweisungによ って 初 め て 法 的 能 力 を 有 す る こ とに な った 。 創 設 指 示 は,
コ ン ビ ナ ー ト令 弟38条 に よ って その 内 容 を 規 定 され た 。 そ れ に よ る と 新 設 の 経 営 体 の 経 済 的 な
チ ャ ン スが 文 書 に さ れ 大 臣 に提 出 さ れ な け れ ば な ら な い 。 そ の 際 に経 営 体 の 供 給 と販 売 の能 力 が
重 視 され た 。 ま た 別 の 経 営 体 と の 重 複 は 生 産 内 容 の 変 更 も し く は別 の組 織 的 措 置 に よ って 回 避 さ
れ な けれ ば な ら な い 。 そ の 場 合 に 全 て の 分 野 に対 して 国 家 の諸 機 関 が 正 確 な 調 整 を 行 った 。
ドイツ民主共和国の経済 とコンビナー ト(2)(131)131
す る命 令 」52)は人 民 所 有 財 に 関 す る処 理 権 限 の 中 央 集 中 化 を規 定 して お り,こ
れ は コ ン ビ ナ ー トの 投 資 決 定 権 限 の 中 央 掌 握 を 意 味 し て い た 。 そ し て 結 局,』
1979年コ ン ビ ナ ー ト令 第 七 茶 筅 一一項 に よ って 設 備 に 関 す る 総 裁 の 決 定 権 限 は コ
ン ビ ナ ー ト内 の み に 限 定 さ れ,そ して 配 分 さ れ た 人 民 所 有 財 に対 す る各 経 営 体
の 処 理 権 限 は 一 定 限度 内 の 承 認 に 留 ま っ て い た の で あ る 。
この よ う な状 況 に お い て コ ン ビナ ー トに対 す る 工 業 諸 省 の 役 割 は 何 で あ っ た
の か 。 コ ン ビナ ー ト令 第 四 条 の 内 容 は,① 経 済 指 導 とい う国 家 的 機 能 を コ ン ビ
ナ ー トが 行 使 す る こ と。 ② コ ン ビナ ー トは工 業 諸 省 の 一 つ の 管 轄 下 に入 る こ と 。
③ 工 業 諸 省 は コ ン ビナ ー トの 人 民 経 済 に お け る経 済 的 ・法 的 独 立 性 を保 証 す る
こ と。 ④ 工 業 諸 省 は コ ン ビナ ー トと共 に 経 済 政 策 を策 定 し,コ ン ビ ナ ー トに よ
る そ の 実 施 を 支 持 す る こ と 。⑤ 工 業 諸 省 大 臣 と コ ン ビ ナ ー ト総 裁 と の定 期 的 協
議 が も た れ る こ と 。⑥ 工 業 諸 省 の 権 利 と義 務 は 大 臣 を 通 して コ ン ビ ナ ー トに 委
譲 し得 る こ と,で あ っ た 。 ま た 同 令 第 二 十 四 条 は,工 業 諸 省 大 臣 は 経 済 政 策 の
実 行 を コ ン ビナ ー ト総 裁 と協 議 し,総 裁 は 大 臣 の 指 揮 権 に従 う こ と を明 示 して
い る。 上 記 の 第 四 条 は 拡 大 解 釈 の 余 地 を 含 む 内 容 で あ ゆ,よ って 工 業 諸 省 は そ
の 管 理 ・指 導 権 限 の拡 大 を 図 った 筈 で あ る531。これ に 対 して,1979年,ホ ー ネ
カ ー は,「 コ ン ビチ ー トに対 す る工 業 諸 省 大 臣 の 非 官 僚 的 活 動 を 要 求 す る」5のと
言 明 して い る 。 こ の こ と は 工 業 諸 省 の 官 僚 的 活 動 の蔓 延 を意 味 して い た こ と に.
な る 。 そ して コ ン ビナ ー トに対 す る工 業 諸 君 の ミ ク ロ 的 介 入 の 可 能 性 を 否 定 は
しな い が 望 ま しか らず とい う 見解 が 当 時,多 数 を 占 め て い た の で あ る55)。こ の
点 に 関 して は コ ン ビナ ー ト令 第 四 条 第 二 項 の 中 に 「… … 工 業 諸 省 は,国 家 の,










ない 。」 とす る規 定 が あ り,こ れ に よって 若 干 の経 営 体 の ミクロ 問題 に対す る
中央 の介 入 は留 保 され る とす る解 釈 が 成立 しよ う。 しか し,コ ン ビナ ー トの行
動 は 閣僚 会 議 の人民 経 済 的 な総 合 解 釈 に合致 しな けれ ば な らな い とす る解 釈 も
有効 と言 われ て い た56〕。
1979年の コ ン ビナー ト令 第 三条 第五 測 ま,「コ ン ビナー トの指 導部 は整 然 と
した 最 も合 理 的 な方 法で 組織 され る もの とす る… …」 と規 定 し,第 五 条 の4項
且 第七 条 の2項 目で コ ン ビナー ト総裁 の任務 と権 限 と責 任 を規 定 して い る
。
(第9表 参照 〉 この よ うな総 裁 を中 心 と した コ ンビナ ー トの指 導構 造 を示 した
ものが 第3図 で あ る。
それで は,コ ンビナ ー ト総 裁 とは どの よ うな人物 な ので あ ろ うか 。 そ の一 般
第3図 コンビナー ト指導構造 ユ972年




































事務 第K諏;径宮体 第Il課;隊安監 第1朋謀;法葛。 第四 諜;中央 監査












… ナ ー ・ ・ 塑 ・ ン ビ ナ ー … 体 ・ ン ピ ナ ー ・ ・ ・ 帥 ン,ナ .,、,、





的 な 位 置 は 知 り得 て も 実 態 は 不 明 な 部 分 が 多 い 。 以 下 は 。Frankfurter
AllgemeineZeitung"記者Hans・H・Gbtzによ る1976～88年に亘 る総 裁11名 と
の 会 見 記 録 の 要点 で あ る57〕。① コ ン ビナー トの 幹 部 は,長 期,実 に数 十 年 に
亘 って その地 位 を独 占 して い る。 例 えばZeiss-Jena総裁WolfgangBiermann
は1975年,LeunaのErichMUllerは1968年,PCKのWernerFrohnは1970年,
MansfeldのKarl-HeinzJentschは、なん と1957年以 来1988年まで コ ン ビナ ー
ト総 裁 の椅 子 に座 って い る。 ② 総裁 の大 部分 はSED党 員で あ り,中 央 委員 会
代 表 で あ る・・〕。特 に,CarlZeiss,PCK,Leuna,。WalterUlbricht",化学 プ ラ ン
ト建 設 。SchwurzPumpe"などの総裁 は長期 間 に亘 って 中央 委 員 会常 務 委 員 を
兼任 して い る。③ コ ン ビナー トも し くは経 営体 にあ って 最強 の者 は総 裁か それ
と も経 営 体 内党 細 胞 代表 者 な のか は,SED内 の総裁 の位 置,コ ン ビナ ー トの
業績 に 占め る総裁 の役 割 な どによ る。 ④ 総裁 の少 なか らざ る部 分 が 国内 の大 学
卒 業後 に博 士 号 を 取得 した り,モ ス ク ワ留学 組 で あ る。⑤ 計 画経 済 の 中で の 巨
大 コ ン ビナー トの 指導 の困難 性 は 限界 を超 え る もので あ り,生 産性 の遅 れ は構
造 的 な もの で あ る とす る認識 が 総裁 の一部 に もみ られ る。
IVコ ン ビナ ー トの構 造
M.Melzerな ど は,経 営 体 の 統 合 形 態 別 に コ ン ビ ナ ー ト の 建 設 モ デ ル を3つ
に 類 型 化 し て い る59)。
57)HansHebertGbu,ManagerzwischenMaraandMarkt.GenemldirektoreninderDDR.,
Freiburg,1988.
58)例 外 的 存 在 はMansfeldのJentschであ る。DDRに お い てMansfeldの名 は.数 十 年 に 亘 っ
て生 産 計 画 完 遂 の 最 先 端 を 占 め る 大 工 業 コ ン ビ ナ ー トと して 知 られ,こ の コ ン ビナ ー トの 赤 銅 鉱
山労 働 者 と 製 錬 工 はSEDの 「最 優 秀 労 働 軍 団Kampfpositionen」基 準 の ト ップ を 常 に確 保 して
い た 。1951年迄 は,,WilhelmPleck"の栄 号 を冠 して い た が,そ れ 以 後 はJentschの名 が 直 ち に 連
想 さ れ て い た 。経 営 体 経 営 と鉱 業 に精 通 す るJentsch博士 は1921年誕 生,1950年に コ ン ビ ナ ー ト
に て 活 動 開 始,1957年以 後 総 裁,SED党 員 で は な く,SED友 党 の 自 由 民 主 党LDP党 員 で あ る。
12の経 営 体,48000名の 労 働 者 を擁 し て い た 当 コ ン ビ ナ ー トの年 間 販 売 額75億MはDDRで は 最
高 額 の一 つ で あ っ た。 コ ン ビナ ー トの 発 展 に全 生 命 を か け,コ ン ビ ナ ー トの 経 営 体 の 中 の紛 失 物
に 至 る まで の 情 報 を掌 握 で き る よ うに 努 力 して い る と語 って い る 。(HansHebertGotz,Ebenda,
S.72-82.,既rωロr脚`r-PDR,a.a.O.,S.211.)
59)ManfredMelzer,Angela.Scherzinger,CordSchwamu,。WirddasWirtschaftssystemder/
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(1)同系 列 産業 の1経 営体1コ ン ビナー トの対等 合併 ・連 合 よ り成;立。例 と し
て は,Leun・.の。W・1・erUlbri・h・"コ・ ビ ナー ト・ 製 鉄 コ ン ビ ナー ト
EisenhuttenKombinatOst(EKO),帯鋼 コ ンビナー トHermannMaternな
どで あ る。
② 垂直 的統 合 に よる成 立。1つ の コ ン ビナ ー トに多 数 の経 営体 が統 合 され る
形 態 で あ る.例 と して1969年創 設 の セ ラ ミ・ ク ・・ ン ビナー トH・rmsdo「f
が 上 げ られ る。 これ は1979年に エ レク トロ製 品製 造 の各 経営 体 を統 合 して い
る。
(3)水平 的統 合 め 成 立 した ・ ン ビナ ー ト・2つ 以上 の異 質 の コ ン ビナ ー トが
統 合 した もの.であ る.例 と して は,・ ・ ビナー トR・b・…n(旧)と コ ン ビ
ナ_ト 事務 機 器 製 造Z・n…nikと の合{弄に よ る コ ・ ビナ ー トR・be「onの成
立が あ る。 これ は,最 近 まで軍 事用 電 子部 品 を含 む東 側 最大 のハ イテ ク ・コ
ンビナー トで あ った。
しか し,経 営体 の統 合 形態 別 とい う同 じ手 法 を使 って 上 とは別 の3類 型 モ デ
ル を形 成 す る こと もで き る。
(1)基幹 経 営体 を中心 に した コ ン ビナー トの発 展 。 これ は最 も多 い型 で あ る。
特 に金属 加 工業 と原 材料 工 業 にお いて 支配 的 な型 で あ る。 そ して,こ の型 の
統合 が 冊B・VVB令 のモ デ ル1・な ・て ・・た601・の 型 の ・ ン ビナ ー トに生
産能 力 と研 究 開発 力 との高 い集 中性 の発 揮が 期待 され て い た。 この型 の コ ン
ビナ ー トの成果 は基 幹経 営体 の成果 次 第で あ る。 他 の経 営体 は基 幹経 営 体 へ
の情報 提 供機 能 も果 た し,逆 に基 幹経 営 体 の発展 が他 の経 営 体 に有 益 な作 用
を もた らす と考 え られ てい た。 この型 の コ ンビナ ー トには指 導 力不 足 で あ っ
たVVBの 教 訓 が 生か され てい る。す なわ ち基 幹 経営 体 の指 導 部 は同時 に コ
ンビナ ー トの指 導 部で もあ り,経 営体 の生 産 とよ り密 着 した 関係 を持 つ こ と
＼DDRdu,ch.。rm,hrt,K。mbi。 。・・bildungellizi・nt・r?",in:DIW-Quar・・1・b・i・hte,N「・80・S・
、。、36匙,、。.tRi、h　 G、 。、。rSt,assm。_・ 。htlich・Pr・bl・m・de・K・・ ・・…en・ …klun・"・ …
StartandRecht,1978,S,1016,1022.
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第4図 基幹 経営体 中心 型 コン ビナ ー ト
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基 幹 経 営 体 の 長
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コン ビナ ー ヒ経営 体
在庫劇整の
中央集権化
基幹 経営体 ・コン ビナ ー ト各経 営体相 互間 の活動 調整
RudiWeidauer,AlbertWe也el,κo励ガηπ`28ヴb'gr2勲飴歪`飢Berlin(Ost),1981,表紙裏面図を参考に
して作成。
に なる。 そ して,こ の指 導 部 は その 出身 の基 幹経 営体 と同 水準 の生 産 能力 を
他 の経 営 体か ら も引 き出 そ うと努 力 した 。 しか し,こ の期待 は殆 ど実 現 しな
か った。 原 因 は各 経 営体 の格差 にあ った 。本 来 的 に基幹 経 営体 は収 益 の多 い
製 品 に関係 して い たか ら基 幹経 営体 に成 り得 た ので あ り,そ れ を他 の経営 体
に期 待 す るの はそ もそ も無 理 で あ った に違 いな い。 さ らに,コ ンビナ ー トの
改 良 は指 導層 の母 体 で あ る基 幹 経営 体 に有利 に展 開 され る傾 向が あ った よ う
で あ る。 第4図 は,こ の型 の コ ンビナー ト組織 を一般 化 レて表 した もので あ
る。具 体 的 な一例 を あ げて お くと,1987年末 のDRRの 冶金工 業 の 全 工場 数
は163。そ の 従業 員 総 数 は約83400名で全 工 業 労働 者 の2.8%.を占め て いた 。
そ の 中で3大 冶 金 コ ン ビナー トの1つ で あ るVEB鋼 管 コ ン ビナ ー トRiesa
(従業 員総 数28035名)をみ る と,こ れ は6工 場(所 在 地:従 業員 数),す な
わ ち,VEB.鉄 鋼 ・圧 延 工場(Riesa:12291名),VEB鋼管 ・冷 間 圧 延工 場
(Karl-Marx-Stadt=703名),VEB圧延 鋳 物 工 場(Coswig:920名),VEB
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鉄 鋼 ・圧 延 工 場(Gr6dltz:6072名),VEB特殊 鋼 工 場 。8.Mai1945"
(Freital:5825名),VEB耐火 鋼 材 工 場(Wetro:2224名)より成 立 して い
た(1988年末 現 在)。 そ して基 幹経 営 体 はVEB鉄 鋼 ・圧 延工 場(Riesa)で
あ った こ とぽ言 うまで もない51,。
(2)専門分 野 を 中心 に した コ ンビナ ー トの発 展。 広 範 な 品揃 え の過 程で 自ず と
専 門 分野 の系 列 化が 進 行 し コン ビナー トの 中 に特定 の生産 グ ルー プの 専 門分
野 が形 成 され る。特 に消 費財 部 門 に多 い型 で あ った 。 この型 の指 導 的経 営 体
の任 務 は,① 専 門分 野発 展 の た めの長 期構 想 の策 定 。② 細 部 に亘 る年次 計 画
の作 成。 ③ 専 門分 野 の経 営体 へ の計画指 標 の割 り当 て 。④ 計 画 の安 定 的実 施
の保 証。 ⑤ 専 門分 野 の生 産 の合 理化 で あ る。 この型 にはそ の構 造 の硬 直 化 に
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伴 って コ ン ビナ ー トの 中の コ ンビナ ーー ト形成 とい う危 険性 が無 い こ と もな い。
第5図 は,こ の型 の コ ンビナ ー ト組織 を一般 化 して表 した もので あ る。
(3)経営体 連 立 型 の コ ンビナー トの発 展 。 この型 は特 に軽 工 業 に多 く見 られ た 。
こ こで は特 定 の経 営 体 によ る他 の経 営体 への 支配 は避 け られ るが,各 経 営体
の遠 心 力 的 な分 散現 象 が生 じ易 い 。 これ を避 け るた め に指 導 部 に専 従 ス タ ッ
フ を設 置 し,コ ン ビナー トの各経 営 体 に よる共 同活動 の 実現 に当 らせ た。 ま
た,研 究 ・開発,合 理化 手段 の建設,投 資計 画,販 売 な どの重 要課 題 は コ ン
ビナー トの 決 済 とな って いた62,。この 型 の コ ン ビナー トにお ける基 幹経 営 体
の欠如 は各 経 営 体 の 自 由裁 量 権 の拡 大 に は繋 が らなか った 。恐 ら く,吸 引 作
用 の不 在 の場 合 には逆 に相 互 拘束 力 の作 用が働 い たか らで あ ろ う。 この型 の
コ ンビナー トの発 展 は各 経営 体 の協 力 体 制 の保持 に重点 が 置 かれ ね ば な らな
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建設課
雑 品1の雛 体 礫 品】1の群 体 藻 品1IIの経営体 幣建鶴礫
グル ー プ生産
薩書体の長.
グル ー プ生産麗体の長 灘 鮎 長牲 産 灘"鶴鍵
部品生産の経営体の長 部品生産の経営体の長.部 品生産の経営体 の長
RudiWeidauer,AlbertWetzel,κo〃画 ηαf8ゆ'gzε 融 融f8鵡.Berlin(Ost),1981,S,353より 作 成 。
62)GUnterMit脆g,,,Kombinate-modemeFormderLeitung",in=E漁礁1978,S.989,985.ト ッ





2生 産 プ ロ グラ ム とコ ン ビナー ト
ここで は生 産 プロ グ ラムの形成 か らみ た コ ン ビナ ー トの 区分 を考 察 す る。 生
産 プロ グ ラムの要 素 は,製 品,品 質 の多 様性,品 質別 数 量,生 産 量,生 産 期 日
な どで あ る。 これ らの要 素へ の コ ミッ トメ ン トの あ り様 に応 じて コ ン ビナ ー ト
の権 限 は三 区分 で きる。
(D生 産 プロ グ ラム を工 業諸 省 大臣 か ら細 部 に亘 って指 示 され る コ ン ビナ ー ト。
これ は,少 量 の特 殊製 品生 産 の コ ン ビナー トで あ る。
〔2)特定 の製 品 グ ルー プのみ が大 臣 か ら指 示 され るが そ の他 の製 品 の 生産 は総
裁 自身が 決 定で き るコ ン ビナー ト。
(3)生産 の大 枠 は大 臣か ら指示 され るが数 量 に 関 して は決 定権 を有 す るコ ン ビ
ナー ト。 この型 が最 もコ ンビナー トの 自主裁 量権 が 大 きい。
自主 裁 量権 の拡 大 を示 す バ ロ メター と して上 げ られ るの は,経 営 体 の生産 計
画 に対 す る中央 の緩 和 度,生 産指標 数 の減 少,会 計 報 告 義務 の 緩和 度 な どで あ
る。1980年代 にお け る コ ンビナ ー トの会計権 限 の強化 は,会 計 シス テ ムの拡 大
に よる 中 央機 関 の管 轄 権 の増 大 を意 味 して い た と言 え よ う5%こ の こ とは,
1982年にSPKの 代 表H・Rosヒ に よ る政治 局 会 議 に お け る声 明 「会 計 指 導 の
一 層 の完 成 を 目指 して」651の中で 原料 ,エ ネル ギー,設 備,合 理 化 手 段 な どの
人 民経 済 の重 要物 資 に対 す る会 計権 限の拡 大が 宣言 され,こ れ を受 けて1983年
度 の 閣僚 会 議 賦課 の 国家 計 画委 員 会 会計 項 目374,国家計 画委 員会 賦 課 の工 業
諸 省大 臣会 計674,工業諸 省 大 臣賦 課 の コ ン ビナー ト会計1086とい う会 計 項 目
が 決定 された の で あ る5%
＼DmachlandArchiv,1980,S,1049.
64)SighartLbrler,.VervolikommnungderWirtschafヒsleitung",in=StoatandRecht,984,S.
20..21.中央 管 理 に お け る 会 計 の 重 要 性 を 強 調 し て い る 。
65)HaraldRos【,。ZurVervollkommnungderwirischaftlicheRechnungsfuhrung",mDieWi.rt-
schaft,1982,Nr,18
66>中 央 指 導 型 経 済 に お け る 会 計 の 基 本 的 意 義1資 本 財 の 利 用 は 社 会 主 義 体 制 の 制 約 の 下 に 各 径/
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重要 な会計項 目と して は,「エ ネルギー会 計」 「原料 ・工業材料会計」「部 品
供給会計」「工業施設会計」 「消費財会計」 などである。 このような会計項 目の
細分化の意義 は,そ の透明度の向上 と並 んで経営体に対す る管理の強化 にあ っ
た。例 えば,「原料 ・工業材料会計」 によって計画節約量 の実施状況 を掌握で
きたの で あ る。
ここで具体的な指導評価の指数内容の問題 に移る と,指 導評価の 「基本基準
指標」 は,1980年6月指令67)では① 工業製品生産 ② 純生産額 ③loom商品
生産毎 の原料 コス トであ った。1981年4月指令68)は①②③ とも1980年6月指令
と変わ っていない。1983年3月指令69)は,①純生産額 ②純利益 ③全住民の
ための製 品生産の指導 ④輸 出と変化 している。1983年の②は1980年の③ の別
表現で あ め,問 題は③ と④であ る。③ は1981年第10回党大会宣言の 「経済政策
と社会政策の一致」70)つま り大衆消費財 の生産増 強政策 の現れである。④ には
＼常 体 に任 され て い た が そ の 利 用 は当 然,中 央 行 政 官 庁 か らの 計 画 基 準 と強 制 法 規 が 定 め る枠 内 に
限 定 さ れ て い た 。 経 営 体 に よ る 資 本 財 の 利 用 はDDRで は 「基 金 所 有Fondsinhaberschaft」概 念
に よ っ て 規 定 さ れ て い た 。 こ れ に よ る と 経 営 体 は 自己 の 生 産 財 を 占*'besitzenし自 由 に利 用 で
き るが 但 し そ れ は 法 規 が 経 営 体 に許 可 す る 限 りで あ った 。 こ こで 言 う会 計 はDDRの 専 門 用 語 の
.。wirtschaftlicheRechnungsfuhrung"(wR)に当 る 。wRは 「西 側 」 の 定 義 に よ れ ば 「社 会 主 義
シ ス ア ム に適 用 さ れ た 企 業 経 済 的 方 法 … … 中央 目標 が 貫 徹 さ れ る様 に国 家 的 任 務 に 対 す る 生 産 単
位 の 自 己 責 任 活 動 が 調 整 さ れ.なけ れ ば な ら な い」,「社 会 主 義 的 経 済 指 導 の 方 法Methodeder
sozialistischenWirtschaftsfuhrung」と さ れ て い る 。(DCorpelsen,M.Melzer,A,Scherzinger,
DDR一1研'rβ`ゐψ5y5伽 診;ReforminkleinenSchritten-ViertellahrsheftezurWirtschaftsfor.
schung1984,S.201>。そ してwRは,コ ン ビナ ー トと経 営 体 が 国 家 の 中央 指 導 と計 画 の 目標 課
題 を実 現 し,国 家 の 中 央計 画 課 題 に基 づ い て独 自の 責 任 活 動 を 行 う様 に刺 激 す る 装 置 で あ り,コ
ン ビ ナ ー ト と経 営 体 の 利 益 と社 会 の 利 益 と を 結 び 付 け る も の と さ れ た 。(SchriftenzumVerg-
leichvan1私ゴπ5σゐψor4ππ"g朗,Band42,BetriebssteuernalsLenkungsinstmmentinsozialistis.
chenPlanwirtschaften=Zur。wirtschaftlicheRechnungsfuhrung"derDDR.AlexanderBarthel,
Stuttgart,1990.S.186-187、)つま り,wRは 経 営 体 の 目標 と 国 家 の 計 画 と を 一 致 させ,そ の 指 導




70>SED第10回 党 大 会(1981年8月.11-16日〉。Honeckerによ る 中央 委 員 会 基 調 報 告,Stophに
よ る1981^一85年の 新 五 カ 年 計 画 報 告 の 後,大 会 は 「経 済 と 社 会 政 策 の 統 一Einheitvon









社会主義国 102 一470 一376一1270 134 334030562577一455 1915
コ メ コ ン 一246 一621 一544一1279 一81 347434652660一290 2171
ソ 運 一855一1589一1810一1735一2909 一918 一530 一454一3557一2538
西側工業国 一1232一3530一5420一1685一2738 312829523303 771 94
発展途上国 13 一184 一39 188224811561 893 909 725 1255
(註)社 会 主 義 国 とは,コ メ コ ン(ソ 連 を 省 く〉,ソ 連,そ の 他 の 諸 国 とす る。 西 側 工 業 国 と
の貿 易 に は,両 独 間 の ドイ ツ 内交 易 を含 む 。
ComemnDam1988,pp.184-185,より作 成 。
第13表DDRのOECD借 款(両 独域内交易は含まず)(単 位10億USド ル)
OECD(年度) 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987
銀行 クレデ ィット
延 べ 払 い 信 用






















貸 し 越 し 金 一2 .2 一2 .0 一3 .4 一4 .5 一6 .5 一7 .4 一7 .9
純 借 款 10.1 8.7 6.8 5.8 5.5 6.5 6.9
(資料)BIS年 次 報 告:OECD-Statisticsonextemalindebtedness1988.
ソ連 産 原 油価 格 の上 昇 に よ る赤 字増 大,す なわ ち1980年度,対 西側 貿 易赤 字54
億2000万Valuta-M,対ソ 貿易 赤 字18億1000万Valuta-M(第12表参 照),
1981年度 の対OECD債 務 は101億ドル(228億2600万Valuta-M)とい う現 実
が 考 慮 され な けれ ぼ な らな い。(第13表参 照)さ らに付 言 す れ ば,ソ 連 は1982
年 度 ソ連原 油供 給 量 約10%削減 を1980年7月に突如 宣 言 してDDRに 決定 的定
的衝 撃 を与 え7",これ に よ りDDRは 糧 道 を求 め てBRDに 急 接 近 してい った
71)Pravda,18・7・1980・,S.4・ソ連 $1982年度 ソ 連 原 油 供 給 量 約10%削 減 を 一 方 的 に 通 知 。 現 実
にDDRへ の ソ 連 原 油 は ユ981年の1900万tか ら1982年の1770万tに 削 減 さ れ た 。 ソ 連 の 目的 は
① ソ 連 原 油価 格(1982年1t当 り136ルー ブ ル)とOPEC価 格(同182ル ー ブ ル 換 算)と の 格 差
是 正 ② 過 去10年間 にわ た る低 価 格 ソ 連 原 抽 受 給 に よ って 東 欧 諸 国が 得 た 利 益 を ソ連 に 逆 流 させ る
こ と③ 西 側 へ の ソ 連 原 油 輸 出 に よ る ハ ー ド ・カ レ ン シ ー の獲 得 に あ っ た 。 次 に,年 度;DDRの
ソ連 原 油 輸 入 量:lt当 り の ソ連 原 油 価 格(ル ー ブ ル 評 価)=It当 り のOPEC原 油 価 格 ノ
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の で あ る 。 但 し,第10回 党 大 会 宣 言 で 「対 ソ連 帯 」 を強 調 して お くに 手 抜 か り
は 無 か っ た721。以 上 の 状 況 を 背 景 に して の 「輸 出 」 指 標 で あ っ た 。
次 に,指 導 評 価 の 「よ り高 度 の 質 的 基 準 」 は,1980年6月 指 令 で は ① 純 利 益
② 労 働 生 産性 の 向 上 ③ コ ス ト節 減 ④ 「Q」 合 格 製 品 率 で あ る。1981年4月
指 令 で は ① が 「経 営 体 の 業 績 」 に変 更 さ れ た 他,② ③ ④ と も1980年指 令 と 変 わ
らず で あ る。1983年3月 指 令 で は指 導 評 価 が 「よ り重 要 な 質 的 基 準 」 に変 更 さ
れ て 緊 迫 感 を 漂 わ せ,① 基 本 的 な 純 生 産 に お け る 労 働 生 産 性 ②loom商 品 生
産 毎 の 原 料 コ ス ト ③ 重 要 商 品 生 産 に お け る 「Q」 合 格 製 品 率 とい う よ う に 変
更 され て い る73)。
1983年3月 指 令 に お け る最 大 の 変 化 は そ れ ま で 最 重 要 指 標 で あ っ た 「工 業 製
品 生 産 」 指 標 の 退 場 と 「大 衆 消 費 財 生 産 」 指 標 が 登 場 で あ る 。 これ は 何 を 意 味
す る の で あ ろ うか 。1983年代 のDDR研 究 水 準 な らば,そ れ まで 不 動 の 第 一 指
数 「工 業 製 品 生 産 」 は も は や 一 定 の 成 果 を 上 げ て き た 故 に そ の 座 を 降 りた と牽
強 付 会 して も納 得 さ れ る こ と もあ ろ う。 しか し,実 態 はDDRは 今 ま で に工 業
製 品 生 産 と純 生 産 の 年 次 計 画 の 目標 増 加 率 を 上 回 っ た 経 験 が 無 か った とい う こ
と も そ の 際 の 考 慮 に 入 れ て お か れ るべ き で あ る7㌔
次 に 「Q(Qualitat)」合 格 製 品 率 指 標 は1980年代,一 貫 して 重 要 な 位 置 を 占
め て い る 。 この 「Q」 基 準 は 非 常 に厳 し く全 工 業 製 品 に お け る 「Q」 合 格 製 品




(資料>5如 ε磁 励 θ5」励 ゆ擢ゐ48rDPR(各年),StattstischesAuBenhandelsjahrbuchderUdSSR
(各年)
72)「ソ連 共産党 との連帯 強化FestigungdesBruderbundesmitderKPdSU」がHoneckerに








品 質 製 品 の 生 産 と販 売 は 「実 際 の 完 成 品wirklicheEndprodukte」す な わ ち
DDR用 語 にお け る 「国 際競争 に耐 え得 る製 品」 で あ り,こ れ は コ ン ビナ ー ト
の発 展 とその 人民 経 済上 の 責任 の 点で 重要 な社会 主義 計 画化 の カテ ゴ リー とさ
れ てい た76)。
3コ ン ビナ ー トの 各経 営体 の位 置
経 営体 の 活動 の 中心 は生 産 と販 売 で あ り,研 究 ・開 発 を補助 的 プ ロセ ス と し
てい た。 各経 営 体 の二 重生 産 の 回避 の ため に生 産 プ ロセ スは 一つ の 基幹 経 営 体
に集 結 す る。 そ して各 経営 体相 互 間 の補完 関係 に よ って高度 専 門 化 の経 営 体 が
成立 した ので あ る。 この よ うな専 門化 した経 営体 は,① 一つ の 製 品 も し くは 製
品 グ ルー プ(こ れ は他 の コ ン ビナ ー ト経 営 体 に とって は部 品 供給 体 とい う関係
にな る)そ して一 つ の専 門的 製造 技術 へ の集 約 ②修 理 も し くは合 理化 手 段 製
造 とい う特 定 サ ー ビスの提供 に区 分 され る よ うに なる。 ま た,分 散 した 研 究 ・
開発 の 組 織 は 「合 理 化 技 術 セ ン ターTechnologischesZentrumfurRationali.
sierungTZR」に統 合 され た。 この よ うに して 各経 営体 は統 一的 な再 生 産過 程
の構 成 部 分 と して コ ン ビナー ト,す なわ ち基 幹経 営 体 の生 産 を 支 え る こ とに
な った 。生 産 の垂 直 化 は 中央集 権化 と結合 した こ とは言 うまで もない ア"。
コ ンビナ ー ト令 弟 六 条は経 営 体が 権利 能 力 を有 す る独 立 した経 済 的 ・法的 単
位 で あ る と規定 して い たが,経 営体 の権 利義 務 の 内容 と範 囲 に関 して は触 れ て
モ
いなか った。1982年「契約法」正式には 「社会主義経済における契約 システ ム
に関す る法律」第二部第二章第十九,二 十条が コンビナー トとコンビナー ト各
経営体の任務を規定 してい る。要約す ると,① コ ンビナー トは科学,技 術,投
資,生 産 そ して販売の組織 的結合 に対 する,ま た再生産過程の有効化 に対す る
76)り 吻 γ18r西郡`ん48rδ々 oηo〃診'θ50琴ガρ'ゴ5η星κ5,1989,S.231,
GerdFriedrich,HelmutKoziolek,ZurVertrollkomungderLeetung,PlannungandOrganisa・
tionderKombinate.Berlin(Ost).1981,S.55.
77)こ の 様 な 発 展 が ,工 作 機 械 製 造 に と っ て 重 要 で あ る と 指 摘 し て い る の が,R,Winte・,、,M・d.
ernisierungdesProduktionsapparates.」,mrE加 んθゴち1980,S,129.
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人民経 済上 の責任 を持つ。② コ ンビナー トは独 自の責任 の下に計画 し決算す る
abrechnende経済単位 としての コンビナー トの各経営体の立場 に考慮 を払 う。
③ コンビナー トは①② を以 って コンビナー ト内での協力関係を持つ他 の経済単
位 に対 して合理的かつ安定 した組織でなければ ならない。④ コンビナー トとコ
ンビナー トの各経営体 はコンビナー トにおける統一的な再生産過程 よ り生 じる
可能性 の創造 をそれぞれの義務の遂行によって成 し遂げなけれぼな らない。⑤
コンビナー ト総裁 はコンビナー トの各経営体 の計画実行 の成否 を協力義務 の完
遂 の点か ら判 断す る事 を保証 しなければならない。⑥ 国家計画への準備 とその
実行 にと.り不可欠 な協力契約 は原則的にコ ンビナー トを通 して締結 される。課
題の共同体的解決 に関 してはコ ンビナー トの各経営体を通 して締結 される。⑦
コンビナー ト総裁 は一定の経済契約がコ ンビナー トとコンビナー.トの各経営体
の どち らを通 して契約 されるべ きかの決定権 を有す る7%
いずれ に して も,企 業家的任務が コンビナー トの権 限内 に移行 したので ある
か ら各経営体 の自由裁量権 は少な くなっていた と見てよい。 コンビナー トの決
定 に従 って各経営体 は 「生産経営体」「製造 と商業の経営体」 「研究 ・開発 の経
営体」 「合 理化手段建設 の経営 体」 な どに特化 してい った ので あ る。経営体
フ ォン ドに関 しては コ ンビナー トが その共同権 を有 していた。理 由は経 営体
フ ォン ドが コンビナー ト財政の一部 を構成 していた ことにある。また契約行為
は先述 したように コンビナー トがその指導権 を掌握 していた。その理由は,こ
の契約を通 してコ ンビナー トが 自己の方針の実行 に当ったからであ る。よって,
コンビナー トの各経営体 はコンビナー トの決定 をよ り厳 し く遵 守 し実現 しなけ
れ ばな らな くなったのであ る。
V終 章
本 稿 はDDR工 業 経 済 の ほ ぼ 全 体 を 掌 握 して い た コ ン ビ ナ ー トの 分 析 に よ る




第一に,DDRの 経済体制は相反する方向 を目指す二様 の経 済改革 によって
特徴づけ られた。一つ は中央集権 的な計画 と指導の強化であ り,別 の一つ は逆
に経営体 に一定の 自主裁量権 を与 えよ うとした分権 に向か う改革である。 この
二つの改革はあ る程度の間隔を置いて交互 に実行 された。 しか し,DDRの 経
済体制は中央集権 と分権 とい う二律背反的な改革の単なる交替ではなか った こ
とは見てきた通 りである。 この分権 も中央の戦略的重要決定事項以外 の分権で
あ った。 このことは社会主義体制 としての当然 の選択で もあ ったのはい うまで
もない。 しか も.民 主集中制の もとに精緻 を極めた形で国家の意思が貫徹 して
い く構 図を経済政策の決定過程 にみて とることがで きる。1980年代 ぽDDRが
コ ンビナー トを梃子 として経済停滞 を打破 しよ うとした最後の試みの時期であ
り,言 うなれば 「中央」 に 「分権」を与 えよ うと したのであ る。126の中央指
導型工 業 コンビナー ト(従業員総数270万)の総裁 たちに企業家的行動 を要求
した試みはまさにそのよ うな もの と解釈で きる。
第二に,あ ま りにも多 くの法令が出され,し か も経済 目標の数値がさ した る
根拠 も無 く次 々とスロー ガンの如 く出されてい った印象 を否 むことがで きない。
このよ うな法令万能主義 は社会主義官僚制の特質の一つで もあ るが,プ ロイセ
営国家の官憲的行政制度 の伝統がDDRに よって継受された ことも軽視で きな
い。 このDDR的 官僚 制の中に,M.ウ ェーバーの云 うところの正 当的支配の
三類型の一つ,い わゆ る合法的支配のは らむ問題性 が凝縮 していた ともいえる
のである。 目的合理的志向を もって制定 された はず の法令が,そ の夥 しい数に
よる重複 と不整合な どによって不合理性 を強め,自 己桎梏化 してい ったこ とは,
総 じてコ ンビナー ト体制 を強 く特徴づけている。他方でDDRが コンビナー ト
総裁の任期 の上限さえ も規定 していなか った ことは,社 会主義官僚制の一種の
家産制的支配(PatrimonialeHerrschaft)への傾斜 を生み出す要 因 ともなった。
第三 に・DDRコ ンビナー トと資本主義 コ ンツェル ン,カ ルテル との間に組
織 論的に多 くの類似点が見 られた791。しか し,コ ンビナー ト体制 はその経営 と
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政 治 とが 一 体 化 して い る こ と に,資 本 主 義 経 営 組 織 との 明 白 な 相 違 を 見 せ て い
る 。DDRで は経 済 計 画 の 決 定 過 程 も経 済 政 策 決 定 の 組 織 も,SED中 央 委 員
会 政 治 局 の 意 志 が 貫 徹 す る構 造 を と っ て い た り で あ る。
DDRコ ン ビ ナ ー ト体 制 を 刻 印 す る も の と して,さ し あ た り以 上 の 三 点 を 挙
げ る こ とが で き る で あ ろ う。 と もあ れ,最 高 の 効 率 を 目指 した 中 央 指 導 経 済 体
制 に改 革 能 力 と改 革 意 思 が 欠 如 した 場 合,管 理 と計 画 の シ ス テ ム は 硬 直 し,経
済 の操 縦 能 力 は挽 回 不 可 能 な ま で に低 下 す る。.当然 の こ と な が ら技 術 革 新 も停
滞 せ ざ る を え な い 。DDRの 崩 壊 の 内 在 的 要 因 と して,こ の 点 を 挙 げ な い わ け
に は い か な い で あ ろ う。
最 後 に,旧DDR市 民 が 尊 敬 して 止 ま な か っ たKurtMasur氏 の 次 の 言 葉 を
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